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24 年度要請内容 県からの回答 
１ 雇用・労働政策   

（１）誰もが安心して働き続けられる労働環境の整備促進 

① 2023 年 6 月に連合本部が行った「パート・派遣労働者生活アン

ケート調査報告書」によれば、将来の生活に対して「おおいに不安を

感じる」「やや不安を感じる」を合わせると 85.3％の人が不安を感じ

ており、主な要因は「収入や貯蓄が少ないこと」であった。 

2024 春闘では、県内 128 組合の平均妥結額は、加重平均で 14,547

円、賃上げ率 4.67％（5月 7日静岡県発表）となり、昨年に引き続き

大幅な賃上げが実現し、物価も賃金も上がる好循環社会に近づきつつ

あるものの、労働組合のない職場で働く非正規雇用労働者からは「正

社員と比べて賃上げの恩恵が享受できていない」という声が寄せられ

ている。県においては、各種セミナーや経済団体との意見交換などを

通じ、社会的に弱い立場にある非正規雇用労働者が安心して働き続け

られる職場環境の実現に向けた取組みを強化すること。 

【労働雇用政策課】 

・非正規雇用労働者の基本給の賃金規定等を３％以上増額改定し、その規定を適

用させた場合に事業主に対して助成する国の助成制度（キャリアアップ助成

金）について、県はホームページ等を活用し、周知を図るよう積極的に取り組

んでいる。 

・女性、高齢者や外国人等、正規、非正規雇用を問わず、多様な人材が働きやす

い就労環境の整備などに新たに取り組む企業にアドバイザーを派遣し、具体的

な取組内容と工程表、目標値が掲載された行動計画の策定が行われるように、

県として個別具体的な支援を実施している。 

・引き続き、「働きやすい職場づくり推進公労使協議会」等を通じて、経済団体

等と意見交換を実施し状況を把握するとともに、国や関係機関と連携しなが

ら、非正規雇用労働者を始め全ての労働者が安心して働き続けられる職場環境

の整備に取り組んでいく。 

（関連事業２０２５年度予算）             （単位；千円） 

多様な人材活躍推進事業費 44,000 の一部 
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24 年度要請内容 県からの回答 

② また、県内産業は様々な人材の活躍によって支えられている。性別

や年齢、国籍、障がいの有無などに左右されず、誰もが安心して働き続

けられるために、企業に対してダイバーシティ経営のメリットを周知す

るとともに、独自の表彰制度に基づいて表彰し公表するなど、県内企業

の多くが多様性を重んじる企業となるよう取組みを推進すること。 

 

【労働雇用政策課】 

・生産年齢人口が減少し人手不足が深刻化する中、多様な人材が働きやすい職場

環境整備の強化が必要な状況になっている。 

・こうした状況を踏まえ、多様な人材活躍という労働者の能力発揮促進という観

点に加え、人手不足に対応していくための経営戦略という観点から、ダイバー

シティ経営の実践に取り組むよう働きかけていく。 

・令和６年度に新たに創設した県独自の表彰制度により、引き続き好事例を広く

周知し取組企業の裾野拡大を図るとともに、人材活用や働き方におけるダイバ

ーシティ経営の取組を支援していく。 

 

（関連事業２０２５年度予算）            （単位：千円） 

多様な人材活躍推進事業費 44,000 の一部 
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24 年度要請内容 県からの回答 

（２）あらゆるハラスメントの根絶 

① 2022 年 4 月からはすべての企業に対してパワーハラスメント防

止の措置が義務化されたが、法改正後も県内労働者の多くがハラスメ

ントに悩まされていると推測される。連合静岡が日常受け付けている

労働相談では、ハラスメントに関する相談が最も多く、2023 年度は

288 件で全体の 23.2％を占めた。また、連合本部が 2021 年 6 月に実

施したハラスメントに関する調査によれば、ハラスメント被害経験者

の 56.8％が「仕事のやる気がなくなった」、 24.1％が「心身に不調

をきたした」、22.5％が「仕事をやめた・変えた」と回答しており、

ハラスメントが仕事や生活に影響を及ぼしていることは明白である。

県として、ハラスメントを含む県民からの相談に対し、窓口の体制整

備を継続するとともに、経営者を対象にした労働法セミナーではハラ

スメント防止に特化したカリキュラムを設定し、特に中小企業の経営

者に対して法改正の趣旨や防止策を周知すること。 

・あざれあ女性相談及び男性相談において、生き方や暴力、ハラスメントなどに

関する相談に幅広く対応している。特に、女性相談については、相談件数が

年々増加しているため、より多くの方が相談できるように、令和６年６月から

チャットにより相談できる「しずおか女性相談チャット」を新たに開設した。

引き続き、相談者の悩みに応えられるよう、他の相談窓口と連携を図ってい

く。（男女共同参画課） 

・各県民生活センター（中小企業労働相談所）において、パワーハラスメントな

どの労働問題に関する県民からの相談に対し、専門の職員が対応するととも

に、毎月１回弁護士労働相談会を実施している。また、県労働委員会でのあっ

せんや静岡労働局での助言制度等、関係機関とも連携し、ハラスメントを含む

県民からの相談への対処方法を周知しており、今後もこうした取組を継続して

いく。（労働雇用政策課） 

・労働法セミナーにおいては、労働法制の基礎のほか、安全衛生や多様な働き方

に関する法律の実務をテーマに、ハラスメントの内容を網羅した労務管理や多

様な働き方に関する内容のカリキュラムを、県内３カ所において実施するほ

か、セミナーの内容を後日オンデマンド配信することで、広く周知できる体制

を整備している。引き続き、労働法セミナーにおいて、法改正の趣旨や防止策

を多くの労働者・使用者が幅広く学べる機会の創出に取り組んでいく。（労働

雇用政策課） 

 

（関連事業２０２５年度予算）            （単位：千円） 

あざれあ運営・管理費（あざれあ相談） 13,616（相談事業分） 

労働雇用政策総合推進事業費 28,312 の一部 
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24 年度要請内容 県からの回答 

②特にカスタマーハラスメントは近年大きな社会問題になっている。

連合本部が 2022 年に実施したアンケートでは、対策が取られていな

い職場の労働者の 58.3％が心身に不調をきたしたと答えている。こ

のような状況を受け、東京都では全国に先駆けてカスタマーハラスメ

ント防止条例の制定が検討されている。本県でも関係者との協議の場

を設置するとともに、同条例の制定に向けた検討を行うこと。 

【労働雇用政策課】 

・カスタマーハラスメントは近年大きな社会問題になっていることから、労働法

セミナーにおいて、今年度からカスタマーハラスメントの内容を追加して講義

を実施するとともに、今年１月にカスタマーハラスメントを含む職場における

ハラスメントの防止に関するホームページを公開し、意識醸成に努めている。 

・カスタマーハラスメント対策に関しては、東京都や北海道で条例が制定され、

国においても今国会で、雇用主の防止措置等を規定する、労働施策総合推進法

の改正法案が提出されたところである。現在、労働団体への訪問や県内 5,700

事業所へのアンケート調査により実態把握に努めており、この調査結果を踏ま

え、より効果的な対策を検討するため、今年度中に、学識経験者、経済団体、

労働者団体などで構成する対策協議会を立ち上げ、条例制定を含めた本県の実

態に即した対策を検討し、取組を進めていく。 
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（関連事業２０２５年度予算）           （単位：千円） 

労働雇用政策総合推進事業費 28,312 の一部 

24 年度要請内容 県からの回答 

(３)男女が仕事と生活を調和できる環境整備の促進 

① 2024 年「都道府県版ジェンダー・ギャップ指数」（上智大学／三

浦教授調査）では、男女の賃金格差や企業・法人の役員・管理職の男

女比などの 7 つの指標から算出した「経済」の指数は全国で 42 位と

なり、昨年の最下位から脱出したものの依然として低水準である。 

また、2023 年 5月静岡労働局発表の「年次・性別賃金の推移（静

岡県）」では、所定内給与額は男性を 100 とした場合、女性は 75.7 と

なっており、依然として男女間の賃金格差が課題となっている。 

このような背景から、2021 年度からスタートした静岡県第 3次男

女共同参画基本計画で掲げた施策の有効性を検証し、企業に対して男

女がともに仕事と育児の両立できる職場環境の実現について働きかけ

を強化するとともに、率先垂範の意味からも県における女性管理職の

登用数や男性職員の育児休暇取得率の向上に努めるなど、「ジェンダ

ー平等の推進による誰もが幸せを実感できる社会の実現」のための取

組みを推進すること。 

・女性役職候補者、女性役職者を対象とした管理職への意欲や管理能力の向上を

図るセミナーや、上司や経営者等を対象とした女性部下の育成ノウハウを学ぶ

セミナーを実施し、県内企業における女性の人材育成と、役職者への積極的な

登用の促進に取り組んでいる。（労働雇用政策課） 

・育児や介護等と仕事が両立できる職場環境の実現や人材活用の促進に向け、中

小企業を対象に、専門知識を持つアドバイザーを派遣し個別に課題解決等を支

援していくとともに、ダイバーシティ経営に取り組む企業への表彰制度を通じ

た好事例の普及啓発により、誰もが活躍できる職場環境の実現に向け取組を推

進していく。（労働雇用政策課） 

・県においても、「ふじのくにワーク・ライフ・バランス推進計画」に基づき、

仕事と家庭が両立しやすい職場環境の整備等を進めることで、引き続き、女性

管理職の登用や男性職員の育児休業取得促進に努めていく。（人事課） 

・男女共同参画基本計画を着実に推進するため、毎年度、計画に盛り込んだ施策

の進捗状況や効果を検証・評価し、次年度に向けて、施策の改善・見直しを行

っている。 

 計画の着実な推進に向けては、副知事を本部長とする「静岡県男女共同参画推

進本部」を通じて全庁を挙げて取り組むとともに、県域の民間団体等で構成す

る「しずおか男女共同参画推進会議」等との連携・協働を図りながら、企業等

経営者層の意識改革を促進するなど、計画の基本目標である「ジェンダー平等
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の推進による誰もが幸せを実感できる社会の実現」に向け、取組を進めてい

く。（男女共同参画課） 

 

（関連事業２０２５年度予算）            （単位：千円） 

多様な人材活躍推進事業費 44,000 の一部 

男女共同参画推進事業費 3,300 

女性がもっと活躍できる静岡県づくり事業費 2,270 

【質問内容】 

 

 

 

24 年度要請内容 県からの回答 

（１）労働力不足に対応するための人材確保策の推進 

① 県内出身大学生のＵターン就職率は 2020 年度 36.7％、2021 年度

35.7％、2022 年度 34.2％で推移しており（しずおか産学就職連絡会

発表）、県としてさまざまな施策を展開しているものの、進学等で県

外に流出した若者の多くが県内企業に就職していない状況にある。 

若者のＵターンが進まない理由は多種多様であり、幼少期からの地

元愛の醸成や、若者にとって魅力あるまちづくり、地元企業の情報発

信の強化など、取組むべき課題が多い。県として、部局横断的なプロ

ジェクトを立ち上げるなど、若者を県内に呼び込むまたは定着させる

ための取組みを強化すること。 

・小中学校では、郷土や地域に関する教育として、総合的な学習の時間や道徳な

ど様々な教科等において、県内の伝統や文化、地域の行事等を材とした教科等

横断的な学習を行い、地元愛を醸成していく。（義務教育課） 

・県では、若者・女性を県内に呼び込み定着させるために、首都圏の ICT 企業や

デザイン等のサービス関連企業をメインターゲットとした誘致活動に取り組ん

でいる。（総合政策課） 

・引き続き、東京事務所に配置した誘致専任員や市町とも連携し、リストを活用

した戦略的な企業訪問等を実施するほか、知事のトップセールスによるＰＲイ

ベントを開催するなど、ICT・サービス関連企業を対象とした誘致活動を積極

的に展開していく。（総合政策課） 

・Ｕターン就職促進に向け、学生の頃から地元への愛着を醸成することは重要で

あることから、「ふじのくにパスポート」による情報発信に取り組んでいる。

加えて、県内企業の魅力を県内外に広く発信する機会を創出するため、企業参
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加型の特設ページを開設し、県内企業の魅力発信を強化している。 

・令和７年度は、これまでの情報発信の取組に加え、移動知事室等での知事自ら

の発信により、高校生等の地元愛の醸成を働きかけていくこととしている。

（労働雇用政策課） 

 

（関連事業２０２５年度予算）            （単位：千円） 

多彩なライフスタイル創出環境づくり強化事業費 46,100 

しずおか UI ターン就職支援事業費 59,700 の一部 
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24 年度要請内容 県からの回答 

②人材不足が叫ばれる中、高年齢者雇用安定法では使用者に対し、65

歳までの雇用確保策として、「65歳までの定年引上げ」「継続雇用制

度の導入」「定年制の廃止」のいずれかを義務付けており、さらに 70

歳までの就業確保が「努力義務」となっている。健康で働く意欲のあ

る高齢者の活躍できる機会が増えているが、年齢にかかわりなく高い

モチベーションをもって働けるためには、働きの価値に相応しい処遇

の確立が必要であり、企業に対して高齢者がいきいきと働ける職場環

境の実現について働きかけを強化すること。 

【労働雇用政策課】 

・これまで配置していた常駐型の「高齢者雇用推進コーディネーター」に代わ

り、巡回型の「人生 100 年就労パートナー」を新たに計３人配置する。パート

ナーは、市町等と連携して県内各地で就労に関する相談会を実施し、個々の高

齢者のキャリア相談や他の高齢者の就労事例の紹介などを行うことで、潜在化

している就労意欲のある高齢者の掘り起こしを行う。（労働雇用政策課） 

・また、企業に対しては、パートナーが、求人活動を行っている企業を中心に巡

回訪問を実施し、高齢者に適した業務内容や働き方を提案するほか、高齢者向

けの職場環境改善に利用できる国の「エイジフレンドリー補助金」の情報提供

等を行い、企業に高齢者雇用の働きかけを行う。（労働雇用政策課） 

 

（関連事業２０２５年度予算）            （単位：千円） 

高齢者就業機会確保事業費 20,000 

 

24 年度要請内容 県からの回答 

③ 障がい者雇用については雇用者数・雇用率ともに着実に進展して

おり、県内の法定雇用率達成企業の割合は 55.4％（全国 48.3％）と

なっている（2022 年度厚労省発表）。今後、法定雇用率（現状

2.5％）が引き上げられる予定であり、障がい者の雇用促進が期待さ

れる。障がい者の雇用と福祉を担当する部門間連携を強化し、企業と

働く意欲のある障がい者のマッチングに努め、定着についても伴走型

支援の充実に取組むとともに、企業に対して施設のバリアフリー化な

ど、障がい者が働きやすい環境整備について求めること。 

・法定雇用率の達成に向け、「障害者活躍推進雇用サポーター」19 名を新たに設

置し、企業に対し障害者の雇用を働きかけるほか、雇用後の活躍・定着を見据

えた職務選定や職場環境整備について助言を行う。この中で、職場のバリアフ

リー化等に利用できる国の「障害者作業施設設置等助成金」等についても紹介

していく。さらに、障害者雇用を積極的に推進している企業の職場環境整備の

取組を、セミナーや企業見学会を通じて紹介するなど、優良事例の横展開を図

っていく。（労働雇用政策課） 

・また、障害のある人が職場の習慣や人間関係、作業内容に適応し働いていくた

め、作業工程の工夫や通勤・就労時のきめ細かな支援をする「ジョブコーチ」

を職場に派遣するほか、企業内で障害のある人の労務管理や現場管理を行う

「企業内ジョブコーチ」を育成するなどの職場定着支援を行う。（労働雇用政

策課） 
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・県内８箇所に設置した障害者就業・生活支援センターにおいて、就職を希望す

る障害のある人、または在職中の障害のある人が抱える課題に応じて、雇用及

び福祉の関係機関との連携の下、国が配置する就業支援担当者と県が配置する

生活支援担当者が協力して、就業面及び生活面の一体的な支援を行い、自立・

安定した職業生活の実現を図っている。（障害者政策課） 

 

（関連事業２０２５年度予算）            （単位：千円） 

障害者活躍推進事業費 84,000 

障害者職場定着支援事業費 51,562 

 

【質問内容】 

 

24 年度要請内容 県からの回答 

④ 県内の外国人労働者数は、2023 年 10 月時点で 74,859 人（前年

比 10.3％増）、外国人労働者を雇用する事業所数は 9,523 か所（前年

比 5.6％増）であり、2007 年に届出が義務化されて以降、過去最高を

更新した（静岡労働局発表）。一方、連合本部が実施した外国人労働

者向け労働相談では、ハラスメントや雇用契約に関するものが多く、

言葉の問題だけでなく、使用者が外国人労働者を単なる労働力として

捉え、生活者としての尊厳を軽視する姿勢が見て取れる。外国人人材

を確保する意味からも、県として、外国人労働者の多言語化による相

談窓口の充実とともに、企業に対してセミナーなどを通じて関連法令

の遵守と外国人労働者を雇用する上での留意点を理解させる機会を設

けること。 

・県では令和元年（2019 年）7月から、静岡県多文化共生総合相談センター「か

めりあ」を設置し、相談員により８言語（ポルトガル語、フィリピノ語、英

語、中国語、ベトナム語、スペイン語、インドネシア語、日本語）に対応した

外国人からの相談業務を平日１０時から１６時まで、対面、電話、ＳＮＳによ

り実施している。また、令和４年度（2022 年度）からは、弁護士相談、入管相

談等の専門相談を実施している。 （多文化共生課） 

・外国人県民の生活環境の改善、地域社会への適応、子どもの教育などへの理

解・支援等、重要な役割が期待されている企業と連携した多文化共生の地域づ

くりを図るため、県と経済団体（静岡県商工会議所連合会、静岡県商工会連合

会、静岡県経営者協会、静岡県中小企業団体中央会）が協力して、平成２４年

（2012 年）２月に「外国人労働者の適正雇用と日本社会への適応を促進するた

めの憲章」を策定している。憲章では、外国人労働者が日本人労働者と同様、

公正かつ良好な労働条件を享受できるよう、外国人労働者を雇用する場合、労

働関係法令等の遵守に努める、本憲章の理念を尊重し、社内、グループ企業及

び取引先に周知するよう努めることとしており、経営者側にも取組が求められ

るところである。（多文化共生課） 

・企業に対しては、県内企業における外国人材の受入や定着を支援するため、

「外国人材受入企業相談窓口」を新たに設置し、企業からの相談対応や専門家
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の派遣を行うほか、年６回セミナーを開催し、入管法等の関係法令、職場環境

整備の取組、外国人が活躍している企業の事例等を紹介するとともに、外国人

材の活躍が、企業の活力向上やイノベーション創出などポジティブな効果をも

たらすことを周知していく。（労働雇用政策課） 

 

（関連事業２０２５年度予算）            （単位：千円） 

外国人相談体制強化事業費 14,200 

外国人材活躍推進事業費 53,000 

【質問内容】 

 

24 年度要請内容 県からの回答 

（２）中小企業への支援強化 

① 県内企業の 99％以上を占める中小企業は、原材料やエネルギー

価格の急騰による生産コストの増加が十分に価格転嫁されず、さらに

人材確保のために防衛的賃上げをしなくてはならない企業も多く、経

営的に苦しい状況に置かれている。政府は 2023 年 11 月に転嫁を進め

るための価格交渉の指針を公表したが、日本商工会議所が 2024 年 4

月に発表した「中小企業の価格転嫁の実態に関する調査結果」では、

持続的な賃上げに向けて課題となっている労務費の増加分の転嫁が全

くできていない企業が 25.6%に上ったと報じられている。 

一方、中小企業を支援する目的で制定されたパートナーシップ構築宣

言について、県内の事業所数に対する登録企業数は 1.5％程度（2024

年 3 月末時点）であり、加えて県の調査では適切な価格転嫁が出来て

いる割合は 45％程度にとどまっていることから、引き続き県内企業

の適正な取引実現に向けて企業への働きかけを強化すること。 

・令和６年 12 月末時点で、県内のパートナーシップ構築宣言登録企業数は 2,900

社を超え、価格転嫁受け入れの機運が一定程度醸成されたと認識している。し

かしながら、県内企業全体に占める割合としては数％に留まることから、引き

続き周知に注力していく。 

 また、取引適正化等の実効性向上に向けて、発注企業に対して、下請取引適正

化推進講習会を開催する等、下請代金支払遅延等防止法や価格転嫁に係る理解

を促している。特に、現在、国では下請代金支払遅延等防止法の見直しが進め

られており、法改正の内容の周知に努めていく。 

 今後も、パートナーシップ構築宣言の普及・促進や加点措置を導入する補助金

等の拡大を図るととともに、下請取引の適正化を一層推進していく。（商工振

興課、地域産業課） 

 

（関連事業２０２５年度予算）            （単位：千円） 

下請振興等事業費助成 757 
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【質問内容】 

 

24 年度要請内容 県からの回答 

②また、本県経済の根幹を支える中小企業が抱える課題に対し、県内

経済団体と連携の上、相談体制を強化するなど、各企業の実態にあっ

た積極的な支援を展開すること。 

【経営支援課】 

・企業が直面する課題を解決するため専門家を派遣し支援するとともに、中小企

業者等が商工団体等の伴走支援と連携して行う新商品開発等の新たな取組に対

して補助する中小企業等収益力向上事業費補助金や、小規模企業者が行う工

夫・改善による新たな取組に対して補助する小規模企業経営力向上支援事業費

補助金により、事業者の規模やニーズに応じた支援を行う。なお、物価高騰の

影響を受けている企業を支援するため、２月補正予算により、専門家派遣及び

小規模企業経営力向上支援事業費補助金の募集を令和６年度内に始めるなど、

切れ目なく支援ニーズに対応していく。 

 

（関連事業２０２５年度予算）            （単位：千円） 

中小企業等付加価値創出事業費助成 745,000 

中小企業等専門家派遣事業費  20,300 
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24 年度要請内容 県からの回答 

③県における公契約においても、条例の趣旨に則り、民間取引と同様

にコストアップ分が適正に反映された工事価格や納入価格となるよう

に努めること。 

・県における契約（公契約）では、事業者を守り育てる静岡県公契約条例の第４

条において県の責務として予定価格を定める際、社会経済情勢の変化等を勘案

し、市場における労務単価その他取引価格等を考慮して積算することを定めて

おり、具体的には同第６条に規定する取組基本方針に沿って実施することとし

ている。この中では工事、庁舎管理その他委託、物品購入の各分野で、行なう

べき取組を定めている。公契約における県の責務を果たすため、今後もこれら

の取組を進めていく。（会計支援課） 

・県工事では、資材の価格調査を実施し、原材料やエネルギー価格の高騰の影響

を適正に反映した工事価格で発注を行っている。引き続き、資材価格の変動状

況を注視し、資材価格の高騰による影響を受注者に負担させることがないよう

適切に工事価格を算出していく。（技術調査課） 

 

（関連事業２０２５年度予算）            （単位：千円） 

建設資材価格調査 37,085 

 

24 年度要請内容 県からの回答 

（３）既存企業への支援強化と成長産業の育成 

① 2023 年 10 月静岡県発表の「静岡県経済の概要」では、2022 年度

名目県内総生産は 18兆 8,590 億円、名目経済成長率は＋5.8％(全国

＋2.1％)となった。このうち名目経済成長率に対する経済活動別寄与

度は製造業が＋3.2％となっており、県内製造業が静岡県の経済基盤

を支えていることは明白である。 

一方、直面する課題としては、①人口減少・少子高齢化の進行による

市場規模の収縮 ②人材不足 ③産業構造の転換 ④カーボンニュート

ラルへの対応 ⑤デジタル化やグローバル化の進展など多岐に亘って

いる。製造業だけでなく、既存企業が事業継続のために直面する様々

な課題に対し、引き続き解決のための支援を行うこと。 

・令和６年度に実施した、キャッシュレス決済試験導入に関するモニター調査の

分析結果を、商工団体と連携したセミナー等で展開するとともに、商工団体職

員にも情報提供を行い、支援者のスキル向上を図る。（商工振興課） 

・企業が直面する課題を解決するため専門家を派遣し支援するとともに、中小企

業者等が商工団体等の伴走支援と連携して行う新商品開発等の新たな取組に対

して補助する中小企業等収益力向上事業費補助金や、小規模企業者が行う工

夫・改善による新たな取組に対して補助する小規模企業経営力向上支援事業費

補助金により、事業者の規模やニーズに応じた支援を行う。（経営支援課） 

・ICT・デジタル人材の不足、産業構造の転換、デジタル化の進展に対応し、持

続的な経済成長を実現していくため、県では平成 30 年度から、ふじのくに ICT

人材育成事業を推進し、ICT・デジタル人材の確保・育成に努めている。 

・令和５年３月には静岡市葵区にイノベーション拠点 SHIP（SHizuoka 
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Innovation Platform）を開設し、デジタル化を中心とした事業者の相談窓口

を開設し、課題解決のための支援を行っている。（産業イノベーション推進

課） 

・また、SHIP を拠点として、県内企業の ICT・デジタル人材の確保・育成を支援

する取組も実施している（講座・セミナーの開催やビジネスマッチング等）。 

・加えて、製造業や農林水産業など幅広い産業における生産性向上のため、Ａ

Ｉ・ＩｏＴやロボットの活用に向けた人材の育成や、デジタル技術の導入・活

用支援など、生産現場のデジタル化を推進している。（産業イノベーション推

進課） 

・その他、令和５年９月にはスタートアップ支援戦略を策定して、労働力人口の

減少や生産性向上など、既存企業や地域の課題を解決し、本県の経済成長の新

たな原動力となる、県内のスタートアップへの支援を戦略的に展開している。 

・引き続き、既存企業が直面する様々な課題に対し、解決のための支援を行って

いく。（産業イノベーション推進課） 

・県産業振興財団に設置した「企業脱炭素化支援センター」において、中小企業

の脱炭素化や省エネルギーへの取組を支援しているところであり、引き続き、

業種・業態に合わせた人材育成セミナーを開催・拡充するとともに、脱炭素化

のファーストステップである温室効果ガス排出量の見える化に対する支援を行

う。（エネルギー政策課） 

・深刻化する人材不足に対応するためには、男女を問わず、長時間労働を是正

し、従来の労働慣行、組織風土の見直し、仕事と育児・介護等との両立支援な

ど多様な人材が活躍できる職場環境の整備に加え、人材確保の観点からダイバ

ーシティ経営を推進していく必要がある。経営者向けのセミナーやアドバイザ

ー派遣等のほか、ダイバーシティ経営に取り組む企業の表彰制度を通して好事

例を広く普及することにより、課題解決に向けた支援に取り組んでいく。（労

働雇用政策課） 

 

（関連事業２０２５年度予算）            （単位：千円） 

ふじのくに ICT 人材育成事業費 153,500 

スタートアップ支援事業費 680,000 

中小企業ＡＩ・ＩｏＴ等導入促進事業費 35,900 

企業脱炭素化推進事業費（うち中小企業脱炭素化推進事業）32,000 

多様な人材活躍推進事業費 44,000 の一部 

中小企業等付加価値創出事業費助成  745,000 

中小企業等専門家派遣事業費 20,300 
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24 年度要請内容 県からの回答 

② 将来の静岡県経済を支える産業の育成も重要である。成長分野と

いわれている医療、ロボット、宇宙航空、ＣＮＦ、次世代自動車等に

関わる企業の県内定着のための支援や、市町と連携した関連企業の誘

致など、企業活動活性化のための取組みを強化すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・医薬品・医療機器、航空機、ＣＮＦ、次世代自動車などに関連する産業を本県

経済を担う次世代産業と位置づけ、地域企業の研究開発や事業化の取組を一貫

して支援していく。（新産業集積課） 

・また、本県経済を牽引する成長産業分野の工場、研究所の立地については、企

業立地補助金の補助率を上乗せする優遇措置を用意するとともに、企業誘致に

あたっては、市町と連携し、有望企業への働き掛けや、知事によるトップセー

ルスにより、さらなる誘致活動の強化を図っていく。（企業立地推進課） 

 

（関連事業２０２５年度予算）              （単位：千円） 

ファルマバレープロジェクト推進事業費 285,500 

静岡ウェルネスプロジェクト推進事業費 121,600 

マリンバイオ産業振興事業費 419,900 
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フォトンバレープロジェクト推進事業費 86,600 

ＥＶ･自動運転化等技術革新対応促進事業費 119,000 

ふじのくにＣＮＦプロジェクト推進事業費 72,500 

リーディング産業育成事業費助成 787,900  

新規産業立地事業費助成  9,400,000  

地域産業立地事業費助成 2,600,000 

24 年度要請内容 県からの回答 

③ 観光業も成長産業の 1つである。業務効率化や生産性向上に向け

たデジタル技術の活用に対する補助、国内外富裕層向け観光施策の拡

充など、コロナ禍で経営が厳しくなった観光業界を積極的に支援する

ともに、県として県内の観光資源の魅力を発信し、国内旅行者に加え

てインバウンドに対しても積極的にＰＲを行い、県内観光消費額を増

やす取組みを推進すること。 

【観光政策課、観光振興課】 

・令和７年度は、観光交流の拡大による地域経済の好循環の実現に向けて、各種

施策に取り組んでいく。 

・観光地としての魅力を一層向上させるため、温泉・サウナ、アニメ、アウトド

ア、歴史文化、ロケ誘致など、多彩な観光資源を一層魅力的なものに磨き上げ

るとともに、集客力のあるコンテンツを組み合わせ、付加価値が高い商品・サ

ービスの創出に取り組む。 

・インバウンドについては、食や食文化、ナイトタイムコンテンツ等を活用した

高付加価値商品の造成・販売の強化や、外資系ホテルの誘致、質の高いガイド

人材の育成にも取り組み、海外富裕層の誘客を促進し、滞在日数の長期化・旅

行消費額の拡大につなげていく。 

・観光産業の基盤強化としては、高齢者や障害のある方が、安心して旅行を楽し

めるユニバーサルツーリズムの推進や、宿泊事業者の業務効率化・生産性の向

上、社員寮の整備への支援による人手不足の解消にも取り組んでいく。 

・国内外への魅力発信については、観光アプリ「ＴＩＰＳ」を活用したタイムリ

ーな情報発信や、世界的な旅行サイトへの特集ページの掲載、ＳＮＳや動画を

活用したＰＲ、観光展や商談会への出展など、市場の特色やニーズに応じたプ

ロモーションを展開していく。（観光政策課、観光振興課） 

（関連事業２０２５年度予算）              （単位：千円） 

時流を捉えた推し旅推進事業費 142,800 

ガストロノミーツーリズム推進事業費 67,200 

ナイトタイムコンテンツ活用事業費 38,200 

インバウンド推進事業費 205,500 
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アクセシブル・ツーリズム推進事業費 20,000 

観光施設整備事業費の一部 30,000 

宿泊業の経営力基盤強化事業費助成 98,000 

観光情報プラットフォーム活用事業費 95,000 
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24 年度要請内容 県からの回答 

（１）福祉・保育現場の人材確保策の強化 

① 誰もが平等でかつ安心な社会保障を享受するためには、医療・看

護の人材だけでなく、介護や保育の現場で働く人材確保が急務である

が、両職種は賃金の低さや人間関係などの理由により離職率が高く、

人材不足が続いている。 

介護事業者が進めるＩＴ化による事務や現場作業の効率化、職員の作

業負担軽減のための介護ロボット導入などの取組みに対し、技術的な

アドバイスを継続するとともに、国と連携した財政的支援を行うこ

と。あわせて、外国人介護職員を含めた人材確保策について、相談体

制の強化などに努めること。 

【介護保険課】 

・介護事業者が進めるＩＴ化等による効率化・職員の負担軽減等の支援について

は、令和７年度に介護生産性向上総合相談センターを設置し、生産性向上に係

る計画から取組・評価・継続まで一貫して支援を行う体制を整備する予定であ

る。また、介護事業所が介護ロボット等を導入する経費について、国庫補助を

活用して助成していく。 

・外国人介護職員を含めた人材確保策については、社会福祉人材センター、国際

介護人材サポートセンター等の関係機関と連携して、介護事業所や介護職員等

からの相談対応や人材確保の支援を行っていく。 

 

（関連事業２０２５年度予算）             （単位：千円） 

介護事業所業務革新推進事業費 17,400 

介護分野ＩＣＴ化等事業費助成 483,300 

福祉人材確保対策事業費 89,300 

外国人介護人材確保総合対策事業費 108,400 

 

24 年度要請内容 県からの回答 

② また、保育士確保について、2024 年 6 月 5日に「こども誰でも

通園制度」の創設を含む「子ども・子育て支援法等の一部を改正する

法律」が可決成立したことから、すべての親子が保育園を利用できる

仕組みとなり、今まで以上の人材不足が予想される。県内の保育士養

成機関の卒業生が県内保育所に就職するためのマッチングに努めると

ともに、職場のＩＴ化による負担軽減の取組みに対する補助の検討や

潜在有資格者へのアプローチを強化し、保育士にとって魅力ある職場

づくりのための取組みを推進すること。 

【こども未来課】 

・県では、静岡県社会福祉協議会に設置する「しずおか保育士・保育所支援セン

ター」において、保育士を目指す学生などに対して、東・中・西部地域にて就

職説明会を開催し、県内の希望保育所等に就職できるよう、マッチングに努め

るとともに、経験、知識も豊かな潜在保育士が即戦力として現場で活躍できる

よう、求人・求職情報の提供のほか、就職相談会の開催や、現場復帰支援研修

などの開催により、復帰意欲のある潜在保育士を支援していく。 

・また、令和７年度からは、新たに、高校生を対象に保育現場での職場体験を行

い、保育士養成校への進学や保育業界への就職等のマッチングを促進するな

ど、職業としての魅力を発信する事業を実施する。 
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・さらに、保育業務や関連業務の棚卸しによる業務見直しや、ＩＣＴ機器の導

入・活用により、保育施設に応じた業務効率化の手法について助言する巡回支

援を実施することで、保育士の負担軽減を図るなど、保育現場の環境改善に取

り組んでいく。 

 

（関連事業２０２５年度予算）              （単位：千円） 

保育士等確保対策事業費（保育士・保育所支援センター事業） 7,600 

保育魅力発信事業費 9,864 

働きやすい保育の環境向上事業費 9,867 

 

 

24 年度要請内容 県からの回答 

（２）地域医療の確保 

① 地域医療を取り巻く環境は厳しいものがある。医師不足等により

専門的医療を提供できない分野が多く、病院と診療所との医療機能の

役割分担とさらなる連携の推進が必要との意見も多い。また、病床過

剰地域がある一方、過疎地に医療資源が届かない、自治体病院の病床

利用率が低い、自治体病院が赤字経営で維持困難、医療人材が不足し

ているなど、地域医療は様々な課題を抱えている。国は地域医療構想

の見直しに向けた議論を始めるとしていることから、国の改訂に準じ

た県の地域医療構想の改訂を進めること。 

【医療政策課】 

・国では、2025 年度までに新たな地域医療構想のガイドラインを策定する予定で

あるため、県では国のガイドラインに基づき、2026 年度中に地域医療構想を策定

していく。 

 

（関連事業２０２５年度予算）              （単位：千円） 

医療介護総合確保連携推進事業費  14,022 
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24 年度要請内容 県からの回答 

② 特に医師不足は深刻であり、2024 年問題として取り上げられて

いる医師の残業規制強化によって拍車がかかる恐れがある。関係機関

との協議に基づき、医師不足対策の施策展開を加速させること。 

【地域医療課】 

・県では、これまで、医科大学１校分に相当する１２０人の医学修学研修資金の

貸与や、ふじのくに女性医師支援センターによる就業支援、地域包括ケアシス

テムの構築に資する、幅広い診療能力を有する家庭医養成を中東遠圏域におい

て進めるなど、行政及び医療関係者が一丸となって、医師確保に取り組んだ。 

・来年度は、新たに、浜松医科大学において指導医を派遣調整する寄附講座の設

置等を行うとともに、順天堂大学静岡病院において小児科医等の養成に向けた

体制構築を行う。 

関連事業２０２５年度予算                （単位：千円） 

ふじのくにバーチャルメディカルカレッジ運営事業費 1,731,400 

ふじのくに女性医師支援センター事業費 18,500 

地域家庭医療学寄附講座設置事業費 30,000 

医師偏在対策強化事業費助成（新規） 100,000  

 

   

24 年度要請内容 県からの回答 

③ また、県内自治体病院の多くが赤字経営となっており、特に救命

救急医療体制の存続が危惧される。自治体病院が抱える課題に対し、

国や県・市町間の連携強化が求められていることから、県として積極

的に自治体間の調整役を担うとともに、すべての世代にとって必要か

つ安全な医療を提供するための施策を推進すること。 

【医療政策課】 

・各自治体病院が抱える課題は、各地域の状況によって異なることから、各自治

体病院は、総務省のガイドラインに基づき、令和５年度までに「公立病院経営

強化プラン」を作成するとともに、各地域における地域医療構想調整会議にお

いて了承された。 

・また、県では、2029 年度までの６年間を期間とする第９次静岡県保健医療計画

に基づき、医師をはじめとした医療従事者の確保と県内定着促進を引き続き進

めるとともに、医療機関の役割分担や連携を推進するなど、県民が必要なとき

に、安全で質の高い医療を受けられる体制の整備を図っていく。 

（関連事業２０２５年度予算）             （単位：千円） 

医療介護総合確保連携推進事業費 14,022 

地域医療機能分化等推進事業費助成 2,000 

病床機能再編支援推進事業費助成 716,000 
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【質問内容】 

24 年度要請内容 県からの回答 

④ 医療現場に負担をかけない適正な受診を促すため、県民に対する

意識改革のための啓蒙活動と合わせ、地域や勤務する医療機関のニー

ズに応じて仕事の内容を柔軟に変えながら活躍できる「総合診療医」

の育成において、県が主導的立場で推進すること。 

【地域医療課】・県民に対しては、適正な受診を促すため、静岡こども救急電話

相談（#8000）や救急安心電話相談窓口（#7119）の利用を呼びかけるなど、県

のホームページや県民だよりによる周知に努めており、令和７年度から#7119

についても、#8000 と同様に開設時間を 24 時間 365 日に拡充する。 

・総合診療医については、県ではこれまで、浜松医科大学に地域家庭医療学の寄

附講座を設置し、中東遠圏域を中心に外来医療や在宅医療を担う家庭医として

養成を進め、多くの医師が指導医や専門医として地元に定着し活躍している。 

・今後、人口減、高齢化による中長期的な医療需要の変化を見据え、東部地域を

中心に高齢者の疾患にも包括的に対応できる医師の養成が求められていること

から、来年度は新たに東部地域の病院を連携施設とする病院総合診療医を育成

するための体制構築に向けた準備を進めていく。 

 

（関連事業２０２５年度予算）             （単位：千円） 

小児救急電話相談事業 84,000 

救急安心電話相談運営事業 105,900 

地域家庭医療学寄附講座設置事業費 30,000 

医師偏在対策強化事業費助成（新規） 100,000  

 

【質問内容】 
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24 年度要請内容 県からの回答 

（３）子ども・子育て支援制度の着実な実施 

① 子育て支援策は県及び各市町にとって最重要課題である。県独自

の取組みとして、各市町に対し上限 1,000 万円の事業費助成を行って

いるが、2025 年度までの時限措置であるため、2025 年度以降も予算

を確保し、市町の子ども子育て支援を継続すること。 

【こども未来課】 

・「ふじのくに新・少子化突破展開事業費助成」の事業期間の最終年度である

2025 年度は、各市町における活用状況や事業検証等を行い、ふじのくに新・少

子化突破戦略の新羅針盤を改訂する新たな分析を実施する予定である。2026 年

度以降については、この分析を踏まえ、事業の見直しや継続を検討していく。 

 

（関連事業２０２５年度予算）              （単位：千円） 

ふじのくに新・少子化突破展開事業費助成 99,000 

ふじのくに少子化突破戦略の新・羅針盤改訂事業費 7,000  

 

 

 

24 年度要請内容 県からの回答 

② また、政府は「異次元の子育て支援策」として、男性の育児休業

取得率の目標値（2025 年度までに 50％）を示しており、2022 年度の

全国平均が 17.1％となる中、静岡県は 21.8％と全国平均を上回って

いる。取組みの成果が表れていることは評価できるが、国が掲げる目

標値には程遠いため、さらなる取得率向上のための施策を推進するこ

と。 

【こども未来課】 

・子育て中の従業員の仕事と家庭の両立を支援するため、企業経営者や管理職員

等の理解を高める目的で「部下の能力を最大限に引き出して育（イク）成し、

自らも輝くボス「イクボス」の普及・養成に取組むほか、職場環境の見直しを

支援するアドバイザーを派遣し、子育てに優しい職場環境づくりを推進する。 

・さらに、2025 年度新規事業として、中小企業等に勤務する男性労働者を対象

に、育児休業期間中の減収分を支給する「男性育児休業長期取得応援手当」を

創設し、男性の育児休業取得期間の長期化を促進することにより、夫婦が協力

して子育てをする共育てを推進する。 

 

（関連事業２０２５年度予算）              （単位：千円） 

ふじのくに少子化対策特別推進事業費 341,700 のうち一部 

男性育児休業長期取得促進事業費助成 24,000 
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【質問内容】 

 

24 年度要請内容 県からの回答 

（１）総合的な防災・減災対策の推進 

① 能登半島地震の死者 238 人（災害関連死除く）のうち警察が取り

扱った 222 人の死因を見ると、全体の４割が「圧死」、２割強が「窒

息・呼吸不全」で、多くの人が倒壊した建物の下敷きとなったとみら

れる（警察庁発表）。本県ではＴＯＵＫＡＩ-０事業によって、一般家

屋の耐震化は進んでいるが、依然として耐震基準に満たない木造家屋

も存在している。ＴＯＵＫＡＩ-０事業のうち、木造住宅耐震化にか

かる現行の支援制度は 2025 年度までとなっており、目標である住宅

の耐震化率 95％達成に向け、県民への周知を強化すること。 

【建築安全推進課】 

・県では、これまで、様々な手段を通じて、県民の皆様に木造住宅の耐震化を呼

び掛けている。具体的には、県のホームページや県民だよりなどによる広報の

ほか、テレビや新聞等のメディアの活用、シニアクラブへの出前講座、自主防

災組織や民生委員等への啓発チラシの配布などである。 

・また、耐震化が遅れている賀茂地域においては、地域内の全市町の協力の下、

戸別訪問やダイレクトメールにより、耐震化を実施していない世帯に直接働き

掛ける取組を重点的に進めている。 

 

（関連事業２０２５年度予算）              （単位：千円） 

プロジェクト「TOUKAI-0」総合支援事業費 35,380 

・無料耐震診断事業 340,000 
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・木造住宅耐震補強助成事業（計画工事一体型） 

・広報事業 3,437  

 
 

 

 

24 年度要請内容 県からの回答 

② また、能登半島地震発災後の課題として、道路の寸断により電

気、水道といったインフラの復旧に時間を要した点が指摘されてい

る。本県においても、大規模地震が発生することを想定し、橋梁、水

道管等の社会インフラの耐震化や、道路法面の防災対策を進め、被害

を最小限に抑える取組みを強化すること。 

【水資源課、道路整備課、道路保全課、生活排水課】 

・橋梁の耐震化については、静岡県地震・津波対策アクションプログラム 2023

に基づき、緊急輸送路など、重要路線にある橋梁 707 橋について、令和 14 年

度末の 100％完了を目指し、対策を実施している。令和６年度末の進捗率は、

79％（558 橋）完了の見込みとなっている。（道路整備課） 

・予想される南海トラフ巨大地震に備え、国とともに、応急給水確保対策につい

て検討し、とりまとめた。来年度、とりまとめた内容を基に、引き続き具体的

な検討を行う予定である。（水資源課） 

・水道施設の耐震化に向けては、病院や救護所等への重要給水施設を優先的に耐

震化するなど、現在市町が進めている経営戦略や施設更新計画（アセットマネ

ジメント）の見直しの中で助言するとともに、国庫交付金制度の更なる拡充に

ついて、国に対する要望を行っている。 

・なお、国土交通省では、令和６年度補正（水資源課）予算において、大規模地

震対策としての耐震化の加速化要件の追加など、国庫交付金制度（防災・安全

交付金等）を拡充した。 

・下水道施設の耐震化においては、県及び各市町が策定する「上下水道耐震化計

画」に位置付けた防災上の機能確保が必要な災害拠点病院、避難所、防災拠点

（警察、消防、県・市庁舎）などの重要施設に接続する管路の耐震化及び処理

場や流域下水道の管路等の急所施設の耐震化について優先順位を付けて進めて

いる。（生活排水課） 

・道路のり面の防災対策は、緊急輸送路かつ雨量事前通行規制区間の対策を優先
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的に進めている。また、能登半島地震で大きな被害が発生した高盛土に関し

て、令和６年度から伊豆半島で点検を実施している。（道路保全課） 

 

（関連事業２０２５年度予算）              （単位：千円） 

道路関係国庫補助事業費（道路メンテナンス事業） 6,100,000 

県単独道路整備事業費（道路施設震災対策） 481,000 

県土強靭化対策事業 1,000,000 の一部 

緊急自然災害防止対策事業 1,400,000 の一部 

防災安全交付金事業 143,000 

 

24 年度要請内容 県からの回答 

③ 地域における防災リーダーの育成も必要である。県が取り組んで

いるふじのくに防災士やジュニア防災士の養成にも継続して取組むこ

と。 

【危機情報課】 

・地域防災力を強化するためには、自助・共助・公助を担う防災人材の育成が必

要である。 

・そのため、県ではふじのくに防災士養成講座、ふじのくにジュニア防災士養成

講座など様々な講座や研修を通して、広く県民に防災知識や技能を修得してい

ていただくとともに、地域防災の新たな担い手を掘り起こし、地域防災リーダ

ーの育成に努めているところである。 

・今後もこれらの講座を通じて、地域の防災リーダーの育成を実施していく。 

 

（関連事業２０２５年度予算）             （単位：千円） 

次世代防災リーダー育成事業費 2,674 
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24 年度要請内容 県からの回答 

④ さらに、被災後に避難所となる施設の多くは市町が管理する小中

学校や公民館等であり、市町が進める避難所施設の環境整備（エアコ

ンの設置やトイレ整備等）や災害備蓄品の配備については、県単独の

支援策について検討を行うこと。あわせて、避難所運営にあたって

は、ジェンダー平等・多様性の視点を考慮する必要性を周知し、誰も

が安心して避難できる環境を整えること。 

・市町が進める避難所施設の環境改善や災害備蓄品の配備等について、「地震・

津波対策等減災交付金」により支援していく。特に避難所の環境改善について

は令和７年度においても交付率を 1/3 から 1/2に嵩上げして支援する。（危機

政策課） 

・令和６年２月に改定した避難所運営マニュアルや資料集において、「男女双方

の意見が取り入れられるように、班長が女性なら、副班長は男性というよう

に、班長と副班長を男女１名ずつ選出する」「班員の役割は、性別で決めつけ

ない」「性別や立場に関係なく様々な方が参画して安全・安心な避難所を作

る」などが明記されており、これらを活用し市町に対し誰もが安心して避難で

きる環境整備について呼び掛けていく。（危機情報課） 

（関連事業２０２５年度予算）              （単位：千円） 

地震・津波対策等減災交付金 2,300,000 

 

【質問内容】 
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24 年度要請内容 県からの回答 

⑤ 火災のみならず大規模災害時にも前線で活躍する消防団員は年々

減少しており、なり手がいない状況にある。市町の消防・防災関連部

署と連携して消防団員確保の取組みを推進すること。 

【消防保安課】 

・県では、議員提案による「消防団の活動に協力する事業所等を応援する県税の

特例に関する条例」を制定し、各市町等が認定した消防団協力事業所を対象に

事業税軽減措置を行っているほか、制度の周知啓発など、各市町等と連携した

取組を行うとともに、県消防協会と連携して、準中型自動車免許等取得や消防

団員及び消防功労者に対する表彰など、県消防協会の各種取組に対する助成を

行っている。 

 また、各市町等の消防団事務担当者との意見交換を行い、各市町の消防団の状

況や団員の確保に向けた取組などの情報共有を定期的に行い、各市町等の消防

団員確保の取組に対する支援を行っている。 

（関連事業２０２５年度予算）              （単位：千円） 

消防団体強化指導事業費助成 28,400 

 

 

 

24 年度要請内容 県からの回答 

（２）地域公共交通確保のための取組強化 

①  近年、慢性的な人手不足にあったバス・タクシー事業は、コロ

ナ禍や 2024 年問題も相まって、とりわけドライバー不足については

さらに厳しい局面を迎えている。路線バスではやむなく運行ルートや

本数を減とし、タクシー業界では運転手がコロナ禍で大幅に離職した

影響により、回復した需要に供給が追い付いていない。公共交通に依

存する割合の高い世代（高齢者や学生・子ども）の移動手段がさらに

制限されることから、地域公共交通確保のため、2022 年度から検討

を開始した「ふじのくに地域公共交通計画」を具体的に実行していか

なくてはならない。交通事業者および圏域内の市町で構成される協議

会等での議論に基づき、具体的施策を実行し、公共交通サービスの質

【地域交通課】 

・県では、令和６年３月に令和６～10 年度を計画期間とする地域公共交通計画を

策定し、目標項目や数値を掲げ、地域の多様な輸送資源の活用や住民共助によ

る移動手段確保の取組などにより、持続可能な社会を支える利便性の高い公共

交通サービスの提供に、行政や交通事業者と連携して取り組んでいる。 

・本計画の推進に当たっては、市町及び交通事業者等と役割分担した取組を行う

とともに、毎年度取組実績の評価を行いながら、公共交通ネットワークの維持

や利便性の向上等に取り組んでいく。 

 

（関連事業２０２５年度予算）              （単位：千円） 

バス交通対策事業費助成 874,600 
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を落とさないよう努めること。 鉄道助成関連事業費 383,133 

公共ライドシェア等導入支援事業費 3,200  

【質問内容】 

 

24 年度要請内容 県からの回答 

（３）人権擁護と差別の禁止 

①  日本における性的マイノリティの人口割合は約 8.9％と言われ

【男女共同参画課】 

・静岡県パートナーシップ宣誓制度は、法律上の婚姻とは異なり、法的な効力が
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ている（2020 年民間調査）が、いまだに学校や職場で差別的扱いを

受けるケースが存在している。過去にも本人の了承を得ずに、ＳＯＧ

Ｉ（性自認、性的指向）について他の人に暴露するアウティングによ

って自死する事件も発生しており、県内にはアウティング禁止条例を

制定している自治体もある。 

県は誰もが理解し合える共生社会の実現をめざし、性の多様性を認

め合う環境づくりの一環として 2023 年 3月 1 日から「静岡県パート

ナーシップ宣誓制度」を導入し、県内自治体でも県に先んじて４市

（静岡市・浜松市・富士市・湖西市）で制度化されているように、性

的マイノリティ―に対する理解を求める社会的ニーズは多い。 

  すべての県民の人権が尊重され、ＬＧＢＴＱ＋など性的マイノリテ

ィの方々への差別をなくし、誰もがお互いの個性を認め合い、尊重す

る社会となるよう、県民の意識啓発に積極的に取組むとともに、パー

トナーシップ宣誓制度については、提供できるサービスを充実させ、

県の宣誓制度ではカバーできないメニューの改善に努めること。 

生じるものではないが、婚姻が認められていない同性カップルや、様々な事情

により婚姻の届出をしない、あるいはできないカップルの気持ちを尊重し、カ

ップルが抱える生きづらさや困りごとが少しでも解消され、誰もが人生のパー

トナーと安心して暮らせる環境づくりを目指すものである。 

・引き続き、市町担当課職員を対象とした研修等を通じて、性の多様性に関する

理解を促進するとともに、宣誓カップルが利用できる行政サービスの拡充に努

める。 

 

（関連事業２０２５年度予算）              （単位：千円） 

性の多様性理解等促進事業費 3,150 

ふじのくにレインボープロジェクト事業費 3,700 

 

 

 


